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新潟市地域活動支援センター事業補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は，新潟市地域活動支援センター事業実施要綱（以下，「センター実施要

綱」という。）に基づく事業運営に要する経費の一部に対し，予算の範囲内で補助金を交

付することについて必要な事項を定めるものとする。 

（対象事業） 

第２条 補助金等の交付の対象となる事業は，センター実施要綱第３条の規定に基づく事業

を実施するための経費とする。 

（補助金額） 

第３条 前条の経費に対する補助金額は，センター実施要綱第３条に定める類型ごとにそれ

ぞれ別紙１，別紙２，別紙３のとおり基準を設け，それぞれ算定した額とする。 

（交付申請） 

第４条 補助金等の交付を受けようとする事業者は，市長に対し，別記様式第１号による補

助金交付申請書に市長が定める書類を添えて申請する。 

（交付決定） 

第５条 市長は前条の規定による申請内容を審査し，補助金の交付を決定したときは，別記

様式第２号による補助金交付決定通知書により，当該事業者に通知する。 

（実績報告） 

第６条 補助金の交付決定を受けた事業者は，補助事業の完了したときは，速やかに別記様

式第３号による補助事業実績報告書に市長が定める書類を添えて実績報告をしなければな

らない。 

（額の確定等） 

第７条 市長は，前条の規定により補助事業実績報告を受けた場合には，実績報告書に基づ

き審査を行い，当該補助事業の成果が補助金等の交付の決定の内容及びこれに付した条件

に適合すると認めたときは，交付すべき補助金の額を確定し，その旨を別記様式第４号補

助金確定通知書により補助事業者に通知する。 

（決定の取消通知） 

第８条 市長は，補助事業者が次の各号の一に該当するときは，補助金の交付決定の全部又

は一部を取り消すことができる。 

（１）偽りその他不正の手段により交付決定を受けたとき。 

（２）補助金を補助事業以外の用途に使用したとき。 

（３）補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。 

（４）センター実施要綱第１１条の規定に該当したとき 

２ 市長は，第１項の規定による取消をした場合は，別記様式第５号による補助金交付決定

取消通知書により補助事業者に通知する。 

（補助金の返還） 

第９条 市長は，前条の規定により交付の決定を取り消した場合において，既に交付した補

助金について別記様式第６号による補助金返還命令書により返還を命ずる。 

（書類の整備及び保存） 
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第１０条 補助金等の交付を受けた実施事業者は，事業に係る収入，支出等を明らかにした

帳簿を備え，かつ当該収入，支出等についての書類を当該補助事業の完了した日の属する

会計年度終了後５年間整備保管しておかなければならない。 

（検査等） 

第１１条 市長は，補助金に係る予算の執行の適正を期するため実施事業者に対し，報告も

しくは資料の提出を求め，又は職員を事業所に赴かせ，帳簿書類等を調査させもしくは関

係者に質問させることができる。 

（その他） 

第１２条 この要綱に定めるものの他，補助金の交付に関し必要な事項は，市長が別に定め

る。 

附 則 

この要綱は，平成１８年１０月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は，平成１９年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は，平成２０年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は，平成２２年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は，平成２５年４月１日から施行する。 

附 則

この要綱は，平成２６年４月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は，平成２７年４月１日から施行する。 

（経過措置）

２ この要綱の施行の日前において，現にこの要綱により補助金の交付を受け，事業を実施

しているセンターⅢ型事業者で選択した事業者には，平成３０年度分までの補助金の交付

については，第３条の規定によらず，別表３に定める事務費のうち①施設長費と⑤介護人

費を足し合わせた額と特別加算額のうち①土地・建物借上費を年額で交付することができ

る。

（補填）

３ センターⅢ型事業者のうち，別表３で算出した補助金額に比べ，別表２又は前項で算出

した補助金額が下回る場合，その差を下記の割合で補填する。なお，補填する期間は平成

２７年度から平成２９年度までとする。

年  度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

割  合 ８０％ ６０％ ４０％

附 則 

 この要綱は，平成２８年１月５日から施行し，改正後の新潟市地域活動支援センター事業

補助金交付要綱の規定は，平成２７年４月 1日から適用する。 
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附 則

この要綱は，平成２９年４月１日から施行する。 

 附 則 

この要綱は，平成３１年３月３１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

この要綱は，平成３１年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は，令和元年１０月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は，令和３年４月１日から施行する。 
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別紙１ 

補助基準及び補助基準額（センターⅠ型） 

１ 補助対象経費は，次のとおりとする。 

（１）施設を運営するために必要な職員の給料，職員手当（扶養手当，超過勤務手当，調

整手当，住居手当，通勤手当，期末手当，勤勉手当，管理職員特別勤務手当，寒冷

地手当，単身赴任手当等）共済費及び賃金 

（２）施設を運営するために必要な各所修繕費 

（３）その他の事務の執行に伴う，報償費，旅費，需用費（消耗品費，燃料費，食糧費，

印刷製本費，光熱水料，修繕費，医薬材料費），役務費（通信運搬費），委託料，

使用料及び賃借料，備品購入費 

２ 補助基準額は，次により算出した額の合計額とする。 

（１）1,670,708 円×事業実施月数 

（２）（１）の額に下表の経験年数加算率の加算率を乗じた額 

職員１人当

たり平均勤

続年数 

 ２年未満  ２年以上 

 ４年未満 

 ４年以上 

 ６年未満 

 ６年以上 

 ８年未満 

 ８年以上 

 10 年未満 

 10 年以上 

 12 年未満 

 12 年以上 

 14 年未満 

 14 年 

 以上 

加算率(％)    １    ２    ３    ４    ５    ６    ７   ８ 

ア 算定の対象となる職員は，その施設に勤務する施設長及び常勤の支援員とする。 

イ 職員１人当たりの平均勤続年数の算定は，当該年度の４月１日現在において行い，

アにより算定した職員の合算勤続年数を算定の基礎となった職員数により除して行

う。ただし，算定対象となるものは，常勤職員としての勤続年数とし，個々の勤続

年数の算定で，１月未満の場合は切り捨てる。 

３ 新潟市がセンターⅠ型の実施事業者に対し補助する額は，補助基準額と補助対象経費の

実支出額とを比較していずれか低い方の額に１００分の９０を乗じた額から，指定相談

支援事業に係る委託費を差し引いた額とする。 

ただし，市町村相談支援機能強化事業による専門職員（社会福祉士，精神保健福祉士，

保健師，その他市町村が必要と認める者）の機能強化費については，指定相談支援事業

委託費に対する加算とするため，地域活動支援センター補助金から差し引かないものと

する。 

別紙２ 

補助基準および補助金額（センターⅡ型） 

１ 補助基準額は，次により算出した額とする。 

新潟市のセンターⅡ型の実施事業者に対する補助基準額は，事業の主たる対象とする障

がいの種別として身体障がいとする場合と身体障がいとする場合以外とでそれぞれ別表

１に定める基準単価に，実利用日数を乗じて得た額とする。 

２ 新潟市がセンターⅡ型の実施事業者に対し補助する額は，補助基準額から，センター実

施要綱第８条第１項，同条第２項及び同条第４項の規定により算定した費用の負担相当

額を控除した額とする。 

事業者は，毎月の利用人数等を記載した実績報告書を翌月に提出しなければならない。 
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別紙３ 

補助基準，補助基準額及び補助分配額（センターⅢ型） 

１．補助対象経費は，次の各号のとおりとする。 

（１）事務費  施設運営に必要な報酬，給料，賃金，社会保険料等の人件費 

（２）事業費 利用者の処遇に必要な需用費，備品購入費，旅費，修繕料，光熱

水費，通信費，使用料，賃借料等の経費 

（３）特別加算額 ア 土地・建物費 土地・建物を借りるために必要な経費 

イ 送迎費       施設送迎を行うために必要な経費 

（４）特別事業費 別紙４に定める事業を行うために必要な賃金，報償費，旅費，需

用費（消耗品費，食糧費及び印刷製本費），役務費，委託料，使

用料，負担金 

２．補助基準額は，別表２のとおりとする。 

３．補助分配額は，事務費，事業費及び特別事業費について，前年度４月から１１月までの

利用者数に応じ別表２により算出した額に基づき，当該年度の予算の範囲内で施設ごと

に市長が定めるものとする。 

４．事務費，事業費及び特別事業費の補助金額は，別表第２により算出した事務費，事業費

及び特別事業費の補助基準額の合算と事務費，事業費及び特別事業費に係る補助対象経

費の実支出額を比較して低い方の額であって，補助分配額の範囲内の額とする。 

５．補助金額の算定は，前項の額に特別加算額と特別加算額に係る補助対象経費の実支出額

を比較していずれか低い方の額を加え,センター実施要綱第８条１項，同条第２項及び同

条第３項の規定により算定した費用の負担相当額を控除した額とする。 

６．センター実施要綱第３条第２号ウに規定の事業のうち（ア）地域のサポート相談事業を

実施した場合，別紙５の基準により算定した額を機能強化事業費として交付する。 
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別紙４ 

・特別事業の内容 

特別事業は，地域交流促進，社会体験学習，指導員育成，技術訓練機能強化，心身機能

低下防止，及び施設等交流の６事業とし，その内容は，おおむね次に掲げるとおりとする。 

（１）地域交流促進事業 

センターと地域との交流を促進することにより，地域に開かれた施設づくりを行う。 

ア 地域住民とのレクリエーション，交流会，納涼会，文化祭等の開催 

イ ボランティア団体等の受入れ 

ウ 地域に対するボランティア活動 

（２）社会体験学習事業 

利用者が社会見学を通じて，社会性を身につけるとともに，知識を深め，自立意欲の助

長を図る。 

ア 社会見学等（工場，デパート，博物館等）の実施 

イ 宿泊体験 

ウ 研修旅行 

（３）支援員研修 

支援員が，研修等を通じて処遇技術等及び資質の向上を図る。 

ア 支援員研修会等への参加 

イ 企業，認可施設等への派遣 

ウ 部外講師招聘による研修会 

（４）技術訓練機能強化事業 

作業内容等の充実及び改善を図る。 

ア 講習会等への参加及び講師招聘 

イ 企業等への支援員，利用者の派遣 

ウ 新商品開発 

（５）心身機能低下防止事業 

レクリエーション等を通じて利用者の心身機能低下防止に努めるとともに，家族への支

援等を行う。 

ア レクリエーシヨン等の実施 

イ 講習会等の実施 

（６）施設等交流事業 

施設間交流により，情報交換や共同活動を通じ補完的関係を築く。 
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別紙５ 

地域のサポート相談事業 

１ 内容 

（１）地域相談支援 

ア．相談の対象者 施設利用者以外の者で，下記の相談内容についての相談を受けた

件数を補助対象とする 

①地域住民への福祉サービス等の説明および情報の提供等 

②施設等の案内 

③就労支援等の情報提供 

④家庭内での当事者の行動等に対しての家族の対応等 

⑤その他市長が認めたもの 

（２）通所を促す相談支援 

ア．相談の対象者 施設利用者に対して，施設利用日以外において，電話や訪問等で

相談を受けた件数を補助対象とする。 

２ 人員 

相談を受けることができる事業所等は，新潟県が実施する研修（新潟県相談支援従事者初

任者研修）を修了し修了証の交付を受けた者を配置していることとする。ただし，通所を促

す相談支援のみを実施する場合は，この限りではない。 

３ 補助基準額 

（１） 相談事業の基礎的補助金額  １００，０００円 

（２） 相談件数に応じた加算 

相談１件当たりの補助加算額は下記のとおりとし，地域相談支援と通所を促す相

談支援それぞれ２００，０００円を加算上限額とする。 

相談時間 ３０分未満 ３０分以上

加算単価 ５００円 １，０００円

※通所を促す相談支援のみを実施する場合，相談件数に応じた加算のみとする。  

４ 実績報告等 

地域のサポート相談事業を実施する者は，別記様式第７号による相談支援事業の相談記録

票を作成し保管する。また，別記様式第８号による実績報告書を提出し，実績に応じ支払う

ものとする。 
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別表１ 

センターⅡ型類型（※１）   
区分 3

（※2）

区分 2 

（※2）

区分 1 

（※2）

センターⅡ型単独型で事業の

主たる対象の障がいの種別を

身体障がい者とするもの 

⑴ 4 時間未満 3,475 3,214 2,973

⑵ 4 時間以上 6時間未満 5,815 5,383 4,951

⑶ 6 時間以上 7,553 6,990 6,438

センターⅡ型併設型で事業の

主たる対象の障がいの種別を

身体障がい者とするもの 

⑴ 4 時間未満 2,792 2,541 2,279

⑵ 4 時間以上 6時間未満 4,660 4,228 3,816

⑶ 6 時間以上 6,056 5,514 4,951

センターⅡ型単独型で事業の

主たる対象の障がいの種別を

身体障がい者以外とするもの

⑴ 4 時間未満 2,872 2,571 2,269

⑵ 4 時間以上 6時間未満 4,790 4,288 3,796

⑶ 6 時間以上 6,227 5,584 4,921

センターⅡ型併設型で事業の

主たる対象の障がいの種別を

身体障がい者以外とするもの

⑴ 4 時間未満 2,179 1,888 1,576

⑵ 4 時間以上 6時間未満 3,656 3,133 2,641

⑶ 6 時間以上 4,740 4,087 3,435

入浴加算 410 

送迎加算 550 

給食加算（生活保護受給世帯・非課税世帯） 430 

上限管理加算 1,500 

※１ 単独型とは，障がい福祉サービス事業所等に併設しておらず，専任かつ常勤の管

理者が配置されているものをいう。また，併設型とは同一建物内に事業所がある

もののほか，隣接または近接する敷地に事業所があるものをいう。 

※２ 区分については，「新潟市障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた

めの法律による支給等決定事務取扱要領」別記様式第２号の調査内容による 3 区

分をいう。 
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別表２ 

１．補助基準 

事

務

費

・

事

業

費

【利用者単価】  （１日１人の利用につき） 

利用者区分 通常 時間延長した場合

区分１ ３，７０６円 ４，６３０円 

区分２ ４，０４７円 ５，０６２円 

区分３ ４，３９９円 ５，５０４円 

【利用者区分】 

区分１ 下記以外の者

区分２
①身体障害者手帳２級所持者 ②療育手帳Ａ所持者 

③精神保健福祉手帳１級所持者 

区分３

①療育手帳で最重度と判定された方  

②療育手帳Ａと身体障害者手帳２級以上を併せ持つ方

③身体障害者手帳１級の方 

特
別
加
算
額

 ① 土地・建物借上費 １，８５１，０００円 

 ② 送迎費         ２７０円（片道） 

特
別
事
業
費

特別事業費の基礎的補助額 ２００，０００円（～１０人まで）

登録利用者数が１０人を超える場合は，1人につき１０，０００円を加算
（加算の上限額は１５０，０００円とする） 

（注１）

 時間延長した場合とは，利用者の施設滞在時間が７時間３０分以上となった場合に適用す

る。 
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別表３ 

１．補助基準                            

事

務

費

 ① 施設長   ３，７２８，０２２円 

 ② 支援員 

 （人数は，支援員配置基準による） 

  ２，９７４，５４６円 

    （ ×人数） 

 ③ 経験年数加算  （①＋②）×加算率（注１） 

 ④ 扶養手当等  （①＋②＋③）×６％ 

 ⑤ 介護人   １，５８９，７６０円 

事

業

費

 Ａランク（利用者 １５人未満）     ７６１，０００円 

 Ｂランク（利用者 １５人～２５人）     ８６４，０００円 

 Ｃランク（利用者 ２６人以上）     ９６６，０００円 

特

別

加

算

額

 ① 土地・建物借上費 １，８５１，０００円 

 ② 初年度施設整備費 ３００，０００円 

特
別
事
業
費

 Ａランク（利用者 １５人未満）     ２００，０００円 

 Ｂランク（利用者 １５人～２５人）     ３００，０００円 

 Ｃランク（利用者 ２６人以上）     ４００，０００円 

（注１）加算率 

職員１人当

たり平均勤

続年数 

 ２年未満  ２年以上 

 ４年未満 

 ４年以上 

 ６年未満 

 ６年以上 

 ８年未満 

 ８年以上 

 10 年未満 

 10 年以上 

 12 年未満 

 12 年以上 

 14 年未満 

 14 年 

 以上 

加算率(％) ３ ５ ７ ９ １１ １３ １５ １６ 

ア 算定の対象となる職員は，その施設に勤務する施設長及び常勤の支援員とする。 

イ 職員１人当たりの平均勤続年数の算定は，当該年度の４月１日現在において行い，ア

により算定した職員の合算勤続年数を算定の基礎となった職員数により除して行う。

ただし，算定対象となるものは，常勤職員としての勤続年数とし，個々の勤続年数の

算定で，１月未満の場合は切り捨てる。 
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２．職員配置基準 

（１）施設長        １ 人 

（２）支援員        下記の算定式により算出された人数 

    （重度障がい者利用者数／５＋中・軽度利用者数／７．５）－１人 （少数点以下

四捨五入） 

    ただし，上記算式において得られた数字が，０．４以下の場合は１人とみなす。 

    ※ 重度障がい  ①身体障害者手帳１，２級所持者 

②療育手帳Ａ所持者 

③精神障害者保健福祉手帳１級所持者 

      中・軽度    上記以外の者 

（３）介護人 

  最重度の利用者数に応じて加算 

   利用者数 １０ ～ １５人   １ 人 

        １６ ～ ２１人   ２ 人 

        ２２人以上      ３ 人 

※障がい程度の判断基準 

最重度 ①療育手帳で最重度と判定された方 

    ②療育手帳Ａと身体障害者手帳２級以上を併せ持つ方 

    ③身体障害者手帳１級の方 

（４）利用者数の基準日は，４月１日とする。 
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別記様式第１号(第４条関係) 

年  月   日

 (宛  先 )新潟市長 

申請者  住所(法人にあっては所在地)

氏名(法人にあっては名称及び代表者の氏名)

補助金交付申請書  

              の交付を受けたいので，次のとおり申請します。 

記  

 1 補助事業の名称  

 2 補助事業の目的及び内容 

 3 補助対象経費 

 4 交付申請額及びその算定方法 

 5 補助事業の着手(予定 )年月日  

 6 補助事業の完了(予定 )年月日  

 7 情報の公表の内容，方法及び時期 

 8 添付書類 
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別記様式第２号(第５条関係) 

新   第      号

年   月   日

          様  

新潟市長          印

補助金交付(不交付)決定通知書 

     年   月   日付けで申請のあった            については，次のと

おり交付(不交付)の決定をしたので通知します。 

記  

 1 補助事業の名称  

 2 交付決定額(不交付の理由) 

 3 交付条件  

  (1)  

  (2)  
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別記様式第３号(第６条関係) 

年  月   日

  (宛  先 )新潟市長 

補助事業者 住所(法人にあっては所在地)

氏名(法人にあっては名称及び代表者の氏名)

補助事業実績報告書 

     年   月   日付け新 第   号で        の交付決定のあった事業

が完了(を廃止)したので，次のとおり報告します。 

記  

 1 補助事業の名称  

 2 交付決定額及びその精算額 

 3 補助事業完了年月日 

 4 補助事業の成果  

 5 補助事業の精算に係る収支明細 

 6 情報の公表の状況  

 7 添付書類 
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別記様式第４号(第７条関係) 

新  第      号

年   月   日

          様  

                                 新潟市長         印  

補助金確定通知書  

     年   月   日付けで実績報告のあった事業に対する          に

ついて，次のとおり確定したので通知します。 

記  

 1 交付決定額 

 2 交付済額 

 3 確定額  
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別記様式第５号(第８条関係) 

新  第      号

年   月   日

           様  

                                  新潟市長         印   

補助金交付決定取消通知書  

      年   月   日付け新 第    号で交付決定した          につい

ては，次のとおり交付決定の取消しをしたので通知します。 

記  

 1 補助事業の名称  

 2 交付決定額 

 3 交付決定取消額  

 4 取消理由 
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別記様式第６号(第９条関係) 

新  第      号

年   月   日

           様  

                                 新潟市長         印   

補助金返還命令書  

      年   月   日付け新 第   号で金額の確定した(交付決定を取り消し

た)補助金については，次のとおり返還を命ずる。 

                         記  

 1 返還額  

 2 返還期限 

 3 返還理由 
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別記様式第７号(別紙５関係) 

地域のサポート相談事業相談記録票 

年 月 日 

氏名 生年月日 

住所 連絡先  

相談者  

氏名 続柄 

住所 連絡先 

世

帯

概

要

氏名 続柄  生年月日 職業等 備考 

 本人    

概

要

相

談

内

容

助

言

等

通院の有無 医療機関名 

サービス使用状況 

地域活動支援センター名 

記録者氏名             相談時間  ：   ～   ：   まで  

新潟市
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別記様式第８号(別紙５関係) 

年度 地域のサポート相談事業 実績報告書 

事業所名          

年 月  件数 単価 金額 

  ３０分未満    

３０分以上    

  ３０分未満    

３０分以上    

  ３０分未満    

３０分以上    

  ３０分未満    

３０分以上    

  ３０分未満    

３０分以上    

  ３０分未満    

３０分以上    

  ３０分未満    

３０分以上    

  ３０分未満    

３０分以上    

  ３０分未満    

３０分以上    

  ３０分未満    

３０分以上    

  ３０分未満    

３０分以上    

  ３０分未満    

３０分以上    

  ３０分未満    

３０分以上    

  ３０分未満    

３０分以上    

  ３０分未満    

３０分以上    

合計    


